
 空家等対策の推進に関する特別措

置法、いわゆる空家法が改正され

て、今年６月で１年半を迎えます。 

 改正空家法のポイントは、活用拡

大、管理の確保、特定空家の除却等

という、３つの柱で構成されていま

す。 

 具体的には、空き家の活用促進区

域の創設や空き家の管理指針を示

し、特定空家化の未然防止を図るな

ど、総合的に対策を強化していま

す。 

 また、総務省が公表した令和５年

住宅・土地統計調査によりますと、

令和５年10月現在における全国の総

住宅数は6,502万戸で、平成30年と

比べて261万戸、4.2％増となってお

り、そのうち空き家については

900万戸で51万戸、6.0％増となって

います。 

 また、総住宅数に占める空き家の

割合、空き家率は13.8％と、平成

30年から0.2ポイント上昇し、空き

家数及び空き家率がともに過去最高

となりました。 

 愛媛県においても、全国と同様

に、空き家数及び空き家率がともに

過去最高で、総住宅数に占める空き

家の割合は19.8％で全国第７位とな

っています。 

 新居浜市においても、総住宅数

6万5,700戸で、平成30年と比べて、

5,540戸、9.2％増となっており、空

き家については1万 4 , 7 7 0戸で

4,570戸、44.8％増となっておりま

す。 

 また、空き家率は22.5％で、全国

及び愛媛県と同様に、空き家数及び

空き家率がともに過去最高となりま

した。 

 そこで、新居浜市における空き家

対策について、質問いたします。 

 まず、活用拡大のうち、空家等管

理活用支援法人について、質問いた

します。 

 空き家問題が地域社会に悪影響を

及ぼす中、適切な管理が困難になっ

ており、従来の空家法だけでは対応

に限界があり、より効果的な対策が

求められておりました。 

 そこで改正空家法では、民間事業

者の知見や経験を活用し、空き家対

策の効率化を図るため、空き家の調

査や所有者への助言、管理活用の支

援など、多岐にわたる役割を担う、

空家等管理活用支援法人制度が創設

されました。 

 この制度は自治体が空家等管理活

用支援法人を指定し、民間事業者が

公的立場から活動しやすい環境を整

備し、自治体の空き家対策の取組に

関して、補完的な役割を果たすこと

で、空き家対策の推進を図ることを

目的としています。 

 新居浜市のホームページによりま

すと、空家等管理活用支援法人の指

定について、支援法人の活用に関す

る本市の方針が定まるまでの間は、

指定法人の指定は行わないこととし

ますとの記載があります。 

 改正空家法の施行から相当期間が

経過しておりますが、新居浜市の支

援法人の活用に関する方針は定まっ

たのでしょうか。 

 また、定まっていないとすれば、

いつ頃をめどに定める予定としてお

りますか。 

 新居浜市の御見解をお伺いいたし

ます。 

 次に、管理の確保のうち、管理不

全空家について、質問いたします。 

 改正空家法では、適切な管理が行

われていないために、そのまま放置

すると特定空家になるおそれのある



空き家を、管理不全空家として新た

に定義されました。 

 管理不全空家と認定され、所有者

等が指導に従わず、勧告された場

合、特定空家と同様に固定資産税の

減税措置の対象外となります。 

 これは特定空家になる前の段階で

行政が介入し、所有者等への指導や

勧告を行うことで、近隣住民への影

響を最小限に抑えることを目的とし

た、有効な手段であると認識してお

ります。 

 昨年の議会において管理不全空家

については法改正後間もないことか

ら、管理不全空家の判断、判定基準

を作成中であるとの御答弁をいただ

いているようですが、その後の管理

不全空家等に対する取組状況につい

て、お伺いします。 

 次に、特定空家の除却等のうち、

財産管理人による空き家の管理、処

分について、質問いたします。 

 所有者不明の空き家について、民

法上は、利害関係人に限定されてい

る財産管理人の選任請求権が、空き

家等の適切な管理のために特に必要

があると認めるときには、市区町村

にも与えられることとなりました。 

 これにより、相続放棄、所有者不

明の空き家等に対する管理、処分が

促進されることとなりましたが、新

居浜市の所有者不明空き家に対する

取組状況について、お伺いいたしま

す。 

 よろしくお願いします。 

○議長（田窪秀道） 答弁を求めま

す。高橋建設部長。 

○建設部長（高橋宣行）（登壇） 

空き家対策について、お答えいたし

ます。 

 まず、空家等管理活用支援法人に

ついてでございます。 

 現在、本市では、建築指導課内に

空き家対策班を設置し、空き家に関

する除却や活用の相談、周囲に悪影

響を与えている空き家に対しては、

所有者調査、管理依頼等を実施して

おり、売却の相談等、より専門的な

知識が必要な場合には、愛媛県宅地

建物取引業協会などの民間団体と連

携し、対応しているところでござい

ます。 

 支援法人の活用に関する本市の方

針につきましては、現在、本市の業

務において対応できていることか

ら、いまだ定めてはおりませんが、

今後の空き家の動向、本市の対応状

況により、必要に応じて支援法人の

活用について、検討してまいりま

す。 

 次に、管理不全空家についてでご

ざいます。 

 現在の取組状況といたしまして

は、管理不全空家等となる可能性が

ある空き家の所有者に対し、管理不

全空家等に認定する可能性があるた

め、空き家を適正に管理するよう、

催告する文書を送付しております。 

 そのうち、数件の所有者から空き

家の除却へ向けた相談がありまし

た。 

 現在管理不全空家の判断・判定基

準は作成できておりませんが、管理

不全空家となる可能性がある空き家

への連絡及び対応状況や、他市の動

向を参考に、今後、判断・判定基準

を精査することとしております。 

 次に、財産管理人による空き家の

管理、処分についてでございます。 

 空家等対策の推進に関する特別措

置法の改正により、所有者が不明な

空き家や相続放棄等により、相続人

が不存在となった空き家について、

不在者財産管理人や相続財産清算人



などの財産管理人の選任を市が裁判

所に請求することができるようにな

っております。 

 本市の取組状況といたしまして

は、令和６年度に相続放棄により相

続人が不存在となった空き家につい

て、相続財産清算人の選任の申立て

を２件行い、現在、清算人による財

産の清算業務が行われているところ

でございます。 

 しかしながら、制度の活用に当た

っては、清算人への報酬や財産の処

分費用が必要となります。 

 報酬等は管理財産を処分した費用

から支払うことも可能ですが、所有

者が不在となっている財産につきま

しては、換価価値のないものが多い

ことから、市の財政負担が生じる可

能性もあるため、財産管理人の選任

の申立てを行う物件の選定につきま

しては、慎重に検討する必要がある

と考えております。 

○議長（田窪秀道） 野田明里議

員。 

○４番（野田明里）（登壇） 続い

て、空き家対策に関する新居浜市の

体制について、質問いたします。 

 本年３月に改訂された新居浜市空

家等対策計画によると、空き家等に

関する相談等が寄せられたときは、

建築指導課空き家対策班を総合窓口

として、空き家等の状況や相談内容

について、聞き取りを行います。寄

せられた相談等を整理した後、その

内容に応じて、所管する担当課に情

報提供し、迅速な対応を依頼してい

きますと、複数の課所室の記載があ

ります。 

 空き家相談の多くは、家屋の老朽

化だけでなく、環境、衛生、防犯、

防災、空き家バンク等、多岐にわた

ると考えます。 

 これからのまちづくりを見据え、

空き家問題の解決に特化した取組を

実施する部署を創設し、対策を推進

することが有効ではないかと考えら

れますが、新居浜市のお考えをお伺

いします。 

○議長（田窪秀道） 答弁を求めま

す。高橋建設部長。 

○建設部長（高橋宣行）（登壇） 

市の体制について、お答えいたしま

す。 

 空き家に関する相談内容は多岐に

わたり、対策もケースにより異なる

ため、各分野の専門的な知識が求め

られます。 

 現在は、相談窓口を空き家対策班

に一本化し、相談内容に応じて、庁

内の関係課所との連携により、市民

に寄り添った対応に努めているとこ

ろでございます。 

 今後につきましても、一層効率的

な組織体制の運用を図ってまいりた

いと考えております。 

○議長（田窪秀道） 野田明里議

員。 

○４番（野田明里）（登壇） すみ

ません。１点確認なのですが、で

は、空き家などで何か困ったときな

どは、空き家対策班のほうをまず訪

れれば、そこから専門的につないで

いただけるという認識でよろしいで

しょうか。 

○議長（田窪秀道） 答弁を求めま

す。高橋建設部長。 

○建設部長（高橋宣行）（登壇） 

野田議員さんの御質問にお答えいた

します。 

 空き家の問題があったときに、ま

ずどこに尋ねたらいいかというよう

なお話だと思いますが、空き家対策

班を訪れていただくのが、まず一番

早いかなとは思います。その後、内



容によっては、いろんな関係すると

ころがありますので、そちらを紹介

したり、場合によっては、ほかの庁

内以外の機関を御案内する必要もあ

りますので、まず空き家対策班を訪

れていただくということで結構かと

思います。 

○議長（田窪秀道） 野田明里議

員。 

○４番（野田明里）（登壇） 空き

家問題、本当に深刻だと思います。

支援法人を活用する新たな窓口を設

立するなど、これまでとは少し違う

取組を、スピード感をもってしてい

ただきたいと思うのと同時に、私の

友人、知人に、古民家や空き家を活

用して、美容サロンや飲食店を始め

られた人が複数人いるのですが、皆

さん、行政との手続や申請時にかな

り苦労したと口をそろえておっしゃ

っていました。 

 確かに、古民家や空き家の活用と

なると、安全面や衛生面において細

心の注意や丁寧な対応が必要なこと

は分かりますが、せっかくですね、

そのまま放置しておくと危険な空き

家を活用したいと思ってくださって

いる方の思いをくじいてしまっては

元も子もありません。本当にこうい

う方たちは空き家対策の救世主だと

思われますので、その方たちのこと

をしっかりとバックアップする認識

を、県ともしっかりとすり合わせ、

連携も強化していただければと思い

ます。まず、これを要望したいなと

思います。 

 あと、もう一点、いろんな方から

お話を聞くと、空き家問題は詰まる

ところ、相続の問題だと教えていた

だきました。とすると、少子化、高

齢化が進む中において、新築のおう

ちがどんどん建築されているのを見

るたびに、数年後、数十年後、この

新築のおうちが空き家予備軍となる

のではないのかなと、少し危機感も

感じます。家を建てる際には、行く

行く空き家になってしまわないよう

に相続についてや、最終的なその家

の活用の方法などについての啓発で

あったり、確かに新築のおうち、快

適で気持ちいいんですけれども、今

あるものを活用して大事に使ってい

くというような、その活用について

の認識みたいなところを、皆さんに

お伝えしていくような啓発にも少し

力を入れていただければなというこ

とを要望いたします。よろしくお願

いいたします。 

 


